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平成２９年度～平成３３年度 社会福祉法人やましなの里 社会福祉充実計画 

 

１．基本的事項 

 

法人名 社会福祉法人やましなの里 法人番号 １３００－０５－００５４０６ 

法人代表者氏名 西村 清忠 

法人の主たる所在地 京都市山科区小野高芝町５６－４ 

連絡先 ０７５－５７５－３７６７ 

地域住民その他の関係

者への意見聴取年月日 
 

公認会計士、税理士等

の意見聴取年月日 
平成２９年７月３１日 

評議員会の承認年月日 平成２９年８月１日 

会計年度別の社会福祉

充実残額の推移 

（単位：千円） 

残額総額 

（平成２８

年度末現

在） 

１か年度目 

（平成２９

年度末現

在） 

２か年度目 

（平成３０

年度末現

在） 

３か年度目 

（平成３１

年度末現

在） 

４か年度目 

（平成３２

年度末現

在） 

５か年度目 

（平成３３

年度末現

在） 

合計 

社会福祉

充実事業

未充当額 

 

２７，４８０ 

 

２２，１８０ 

 

１４，２６０ 

 

９，２４０ ４，６２０ ０  ０ 

 うち社会福祉充実

事業費（単位：千円） 
 ５，３００ ７，９２０ ５，０２０ ４，６２０ ４，６２０ ２７，４８０  

本計画の対象期間 所轄庁承認日～平成３４年３月３１日 

 

２．事業計画 

 

実施時期 事業名 事業種別 
既存・新

規の別 
事業概要 

施設整備

の有無 
事業費 

１か年 

度目 

人材確保事業 
社会福祉

事業 
既存 

事業の充実を目指し人材確保を図る

ため、給与表を見直し、人員増を図

る。 

無 ４５０万 

人材育成事業 
社会福祉

事業 
既存 

人材の育成を図るため、全国規模の

研修等への参加費を補助する。 

 

無 

 

１８万 

 

生活介護充実

事業 

社会福祉

事業 
既存 

・第三者評価を受診する。 

・非常災害に備えて、三日分の食料、

水を備蓄他防災用品の充実を図る。 

無 

３０万 

＋ 

３２万 
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小計 ５３０万 

２か年 

度目 

人材確保事業 
社会福祉

事業 
既存 

事業の充実を目指し人材確保を図る

ため、給与表を見直し、人員増を図

る。 

無 ４５０万 

人材育成事業 
社会福祉

事業 
既存 

人材の育成を図るため、全国規模の

研修等への参加費を補助する。 

 

無  １２万 

生活介護充実

事業 

社会福祉

事業 
既存 

走行開始して１３年、走行距離１２

万９千キロを越えた車輌を買い替

え、利用者の安全な送迎環境を作る。 

 

無 ３３０万 

小計 ７９２万 

３か年 

度目 

人材確保事業 
社会福祉

事業 
既存 

事業の充実を目指し人材確保を図る

ため、給与表を見直し、人員増を図

る。 

無 ４５０万 

人材育成事業 
社会福祉

事業 
既存 

人材の育成を図るため、全国規模の

研修等への参加費を補助する。 

 

無  １２万 

生活介護充実

事業 

社会福祉

事業 
既存 生活介護事業所の屋根の塗装 無  ４０万 

小計 ５０２万 

４か年 

度目 

人材確保事業 
社会福祉

事業 
既存 

事業の充実を目指し人材確保を図る

ため、給与表を見直し、人員増を図

る。 

無 ４５０万 

人材育成事業 
社会福祉

事業 
既存 

人材の育成を図るため、全国規模の

研修等への参加費を補助する。 

 

無  １２万 

小計 ４６２万 

５か年 

度目 

人材確保事業 
社会福祉

事業 
既存 

事業の充実を目指し人材確保を図る

ため、給与表を見直し、人員増を図

る。 

無 ４５０万 

人材育成事業 
社会福祉

事業 
既存 

人材の育成を図るため、全国規模の

研修等への参加費を補助する。 

 

無  １２万 

小計 ４６２万 

合計 ２７４８万 

※ 欄が不足する場合は適宜追加すること。 
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３．社会福祉充実残額の使途に関する検討結果 

 

検討順 検討結果 

① 社会福祉事業及び公益事

業（小規模事業） 

現在当法人では、生活介護、グループホーム、ショートステイの事業を実施している

が、人材を確保できないため、グループホームは月曜から金曜の開所、ショートステ

イは週４日の開所、相談支援事業は休止中です。 

これらの事業の充実のため、職員の処遇を改善し、人材を確保するとともに、新たに

採用した職員だけでなく、現在働いている職員も含めて、研修の充実を図り、人材の

育成を図る。 

第三者評価を受け、きょうと福祉人材育成認証の更新をし、働きやすい職場、実践の

充実をめざす。 

送迎車の買い替え、屋根の塗装、非常災害時に備えての食料・水の備蓄、防災用品の

整備を実施し、生活介護事業を実施する環境の改善を図る。 

② 地域公益事業 ①の取組を実施する結果、残額が生じないため実施しない。 

③ ①及び②以外の公益事業 同上 

 

４．資金計画 

事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 合計 

人材確保事

業 

計画の実施期間にお

ける事業費合計 
４５０万 ４５０万 ４５０万 ４５０万 ４５０万 

２２５０

万 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
４５０万 ４５０万 ４５０万 ４５０万 ４５０万 

２２５０

万 

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       

※  本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「資金計画」を作成すること。 

事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 合計 

人材育成事

業 

計画の実施期間にお

ける事業費合計 
１８万 １２万 １２万 １２万 １２万 ６６万 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
１８万 １２万 １２万 １２万 １２万 ６６万 

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       
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事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 合計 

生活介護充

実事業 

計画の実施期間にお

ける事業費合計 
６２万 ３３０万 ４０万   ４３２万 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
６２万 ３３０万 ４０万   ４３２万 

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       

 

 

５．事業の詳細 

 

事業名 人材確保事業 

主な対象者 法人で働く全職員 

想定される対象者数 １９人 

事業の実施地域 ― 

事業の実施時期 所轄庁承認日～平成３４年３月３１日 

事業内容 

初任給 高卒１５０，０００円、短期大学・専門学校卒１６０，０００円、大学卒１７０，

０００円を各１０，０００円ずつ上げ、人材の確保を図る。 

初任給を引き上げるに伴い、「社会福祉法人やましなの里 給与に関する内規」の「別表３ 

階層別範囲給表」「別表４学歴別初任給表」の金額全部を１万円ずつ上げる。それにあわせ

て、現職員の給与を６，５００円～１０，０００円昇給する。 

非常勤職員についても１１名全員時給２０円の昇給をする。 

事業の実施スケジュール 

1 か年度目 
大学卒職員１名を採用。 

全職員の昇給を実施。 

2 か年度目 採用した職員の雇用と昇給した給与の継続。 

3 か年度目 採用した職員の雇用と昇給した給与の継続。 

4 か年度目 採用した職員の雇用と昇給した給与の継続。 

5 か年度目 採用した職員の雇用と昇給した給与の継続。 
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事業費積算 

（概算） 

新たに採用した職員１名の給与他 ３００万円（単年度）×５年＝１，５００万円 

昇給による職員給与の増額分＋各種保険増額分 １５０万円（単年度）×５年＝７５０万

円 

 

合計 ２２５０万円（うち社会福祉充実残額充当額２２５０万円） 

地域協議会等の意見と 

その反映状況 

 

― 

 

 

 

※  本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「事業の詳細」を作成するこ

と。 

事業名 人材育成事業 

主な対象者 １９名 

想定される対象者数 １９名 

事業の実施地域 ― 

事業の実施時期 所轄庁承認日～平成３４年３月３１日 

事業内容 
全国規模の研修会に参加し、事業の意義と今後のあり方、実践内容などについて、広

い視野に立ち、多くの人の経験を学ぶ。 

事業の実施スケジュール 

1 か年度目 きょうされん全国大会（北海道）６万円×３人分＝１８万円 

2 か年度目 職員２人を対象に費用助成。 

3 か年度目 職員２人を対象に費用助成。 

4 か年度目 職員２人を対象に費用助成。 

5 か年度目 職員２人を対象に費用助成。 
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事業費積算 

（概算） 

初年度 ６万円×３人分＝１８万円 

６万円×８人分＝４８万円 

合計 ６６万円（うち社会福祉充実残額充当額６６万円） 

地域協議会等の意見と 

その反映状況 

 

 

― 

 

 

 

事業名 生活介護充実事業 

主な対象者 利用者２０名（現員１７名） 

想定される対象者数 利用者２０名 

事業の実施地域 ― 

事業の実施時期 所轄庁承認日～平成３４年３月３１日 

事業内容 

利用者が安心して生活介護事業に通えるように、 

①第三者評価を受ける。 

②災害時に備え、全利用者・職員の３日分の食料と水を備蓄し、防災用品の充実を図

る。 

③走行年数１３年、走行距離１２万９千キロを越える送迎車を買い換える。 

④建設して１３年を経過したため、合金メッキ鋼板葺きの屋根の塗装の実施。 

以上４事業の実施により事業の改善を図る。 

 

事業の実施スケジュール 

1 か年度目 
第三者評価を受ける。 

災害備蓄用食料・水、防災用具の購入。 

2 か年度目 送迎車１台の買い替えの実施。 

3 か年度目 屋根の塗装の実施。 

4 か年度目  

5 か年度目  
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事業費積算 

（概算） 

①第三者評価の受診費 ３０万円 

②非常用食料３日分６，４８０円×４０人分＝２５９，２００円 

水２ℓ×６本×２０ケース＝３３，６００円 

防災用具 ２７，２００円  合計３２万円 

③車輌購入費（１０人乗り、ワゴン車） ３３０万円 

④屋根の塗装費用 ４０万円 

合計 ４３２万円（うち社会福祉充実残額充当額４３２万円） 

地域協議会等の意見と 

その反映状況 

 

 

 

 

 

 

６．社会福祉充実残額の全額を活用しない又は計画の実施期間が５か年度を超える理由 

 

該当せず 

 

 

 

 

 

 

 

 


